
奥州市 汚水処理施設概成アクションプラン （様式１）

１．期間設定

（１）目標年次　　平成37年度（2025年）

（２）計画期間　　平成28年度～平成37年度末

２．整備区域図

３．整備計画
（１）整備スケジュール

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

下水道
農集排

浄化槽

（２）目標値および概算事業費

農集 漁集
市町村
設置型

個人
設置型

その他

％ 78.7 45.5 15.2 7.5 6.6 3.0 0.9
水洗化人口割合 ％ 67.9 35.3 14.0 7.5 6.6 3.6 0.9

％ 93.1 55.8 12.1 16.6 6.3 2.2 0.1
％ 89.9 52.3 12.0 16.6 6.5 2.4 0.1
ha 246.5 466.3 -201.8 -18.0

概算事業費 百万円 11,253 9,156 97 1,900 100 0
○ ○
○ ○ ○ ○ 〇

○

◆小型マンホールの
採用、マンホール間の
延伸化による工事費
の縮減
◆広報やHP、水洗化
普及員などによる普及
啓発活動
◆浄化槽整備の推進
による普及率及び水
洗化率の向上

整備目標
普及率

H37末時点
水洗化人口割合

実行メニュー

コスト縮減手法を適用した整備実施
広報等を活用した普及啓発活動

現状
普及率

H27末時点

市営浄化槽整備の推進による普及率等の向上

全体

（内訳）

下水道
集落排水施設 早期概成手法の

具体的内容
浄化槽

コミプラ
項目 単位 期間

H28～H37
整備面積
総建設事業費

計画区分 事業 事業内容

未整備地区の整備
統廃合（公共下水道への接続等）

施設整備

浄化槽設置整備事業
浄化槽

実行メニュー
（早期概成）

コスト縮減手法の適用

市営浄化槽整備の推進
広報等を活用した普及啓発

浄化槽市町村設置型整備推進事業

共通

市町村界

整備済区域

終末処理場 T

ポンプ場 P

事業名 全体計画 概成計画 長期計画

流域関連公共下水道

単独公共下水道

凡　　　例

下
水
道

農業集落排水事業

コミュニティプラント

浄化槽 上記以外の区域



奥州市 汚水処理施設長期的整備・運営管理計画 （様式２）

１．期間設定

（１）目標年次　　平成52年度末（2040年末）

（２）計画期間　　平成28年度～平成52年度

２．整備区域図

３．整備計画
（１）課題の整理
課題１
課題２
課題３
課題４

（２）スケジュール
2016 2021 2026 2031 2036 2040

H28 H33 H38 H43 H48 H52

下水道
農集排

●H32

（２）目標値および概算事業費
（参考）

農集 漁集
市町村
設置型

個人
設置型

その他

現状 施設 H27末時点 34 1 30 3
施設 15 1 12 2
％ 100.0 71.6 5.5 18.5 3.5 0.8 0.1
％ 100.0 71.6 5.5 18.5 3.5 0.8 0.1
ha H28～H52 930.6 1632.1 -683.5 -18.0

○ ○
○ ○
○ ○

計画区分 事業 事業内容

農業集落排水処理施設等の老朽化が進み、今後多額の改築費用が見込まれる
人口減少等により、汚水処理事業の経営が厳しさを増している

実行メ
ニュー

（運営管理）
共通

農集地区の一部を公共下水道への統合を検討

コミプラ地区の一部を公共下水道へ編入

下水道事業及び農業集落排水事業に地方公営企業法を適用

未整備地区の整備
統廃合（公共下水道への接続等）
浄化槽市町村設置型整備推進事業

長期的な
施設整備

浄化槽
浄化槽設置整備事業

備考
下水道

集落排水施設 浄化槽
コミプラ

し尿処
理施設

項目 単位 期間 全体

（内訳）

◆H52時点の処
理施設数はあく
まで現時点の予
定値であり、詳
細検討により変
更する可能性が
あること。

実行メニュー
農集地区の一部を公共下水道への統合を検討

コミプラ地区の一部を公共下水道へ編入
下水道事業及び農業集落排水事業に地方公営企業法を適用

処理施設数

整備・運営
目標

処理施設数
H52末時点普及率

水洗化人口割合
整備面積
（市町村独自指標）

市町村界

整備済区域

終末処理場 T

ポンプ場 P

事業名 全体計画 概成計画 長期計画

流域関連公共下水道

単独公共下水道

凡　　　例

下
水
道

農業集落排水事業

コミュニティプラント

浄化槽 上記以外の区域


